
小規模企業共済制度について

参考資料

平成２２年３月
中小企業庁



小規模企業者
（共済契約者）

加
入

●加入資格：小規模事業の個人事業主又は会社役員

●制度開始：昭和40年12月
●契約者数：123万人（全小規模事業者の約3割が加入） （平成２０年度末現在）
●資産総額：約7兆6,400億円（平成２０年度末現在）

制度趣旨 小規模企業共済法に基づき、小規模企業者の廃業等の事態に備えるための共済制度

１．小規模企業共済制度の概要

小規模企業共済制度の共済事由等

【共済事由】入
・
掛
金
納
付
・
共
済
金
の
請
求

共
済
金
の
支
給

○予定利率：１．０％

中小企業基盤整備機構

【共済事由】

○個人事業の廃止（死亡を含む）

○会社解散により役員を辞めたとき

○役員の疾病、負傷による退職（死亡を含む） など

○掛金：
月額1,000円～70,000円

【共済金額】

○各共済事由別に政令に定める額

※掛金及びこの運用益は全額を共済金又は解約手当金に充て、制度運営
に係るコストは一般会計から運営費交付金として手当て。
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予定利率

運用利回り

平成16年度より
予定利率を政
令事項化

（注）平成21年の運用利回りは、4月～12月の数値。

予定利率と運用利回りの推移

当期利益・繰越欠損金の推移
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（注）平成21年度は、簡易計算に基づく１２月末時の欠損金額である。


